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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】現変速段のローラクラッチの締結時、非締結時
にかかわらず、クリープ制御と回生制御を切換えるとき
、電動モータと変速機、または変速機とタイヤ間の捩れ
振動を低減することができる電気自動車の変速制御方法
および変速制御装置を提供する。
【解決手段】電動モータへのトルク指令値が定められた
閾値を下回ったら、前記閾値で電動モータを駆動させる
クリープ制御を行うクリープ制御過程と、電動モータの
回生を行う回生制御を行う回生制御過程Ｓ１と、前記ク
リープ制御と前記回生制御とを相互に切換える切換過程
とを含む。切換過程は、例えばクリープ制御から回生制
御へ切換えるとき、回生制御の指令が出された時点から
、電動モータのトルクを、定められたトルク閾値まで徐
々に除荷する徐々除荷過程Ｓ２を含む。
【選択図】図１０
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに変速比が異なる複数の変速段のギヤ列と、走行用の電動モータの出力軸であるモ
ータ軸に連結された入力軸と前記各変速段のギヤ列との間にそれぞれ介在し断続の切換が
可能な各変速段の２ウェイ型のローラクラッチと、これら各ローラクラッチの断続の切換
を行う変速比切換機構とを有する変速機を備え、
　前記各ローラクラッチは、内輪のカム面と外輪間に設けられた各楔状空間にローラが介
在し、各ローラが楔状空間の狭まり部分に係合することで接続状態となり、保持器により
各ローラを楔状空間の広がり部分に位置させることで切断状態となる構成であり、
　前記変速比切換機構は、保持器に連結されて回転する摩擦板の外輪への接触と離間とを
変速切換アクチュエータによるシフト部材の進退によって切り換える機構である、
　電気自動車における変速制御方法において、
　前記電動モータへのトルク指令値が定められた閾値を下回ったら、前記閾値で前記電動
モータを駆動させるクリープ制御を行うクリープ制御過程と、
　前記電動モータの回生を行う回生制御を行う回生制御過程と、
　前記クリープ制御と前記回生制御とを相互に切換える切換過程と、
を含み、
　前記切換過程は、前記クリープ制御から前記回生制御または前記回生制御から前記クリ
ープ制御へ切換えるとき、回生制御またはクリープ制御の指令が出された時点から、前記
電動モータのトルクを、定められたトルク閾値まで徐々に除荷する徐々除荷過程を含むこ
とを特徴とする電気自動車の変速制御方法。
【請求項２】
　請求項１において、前記切換過程は、車両のシフト操作部材のシフトレンジが、ドライ
ブレンジ、２速レンジ、および１速レンジのいずれか一つのレンジが選択された場合に、
実行される電気自動車の変速制御方法。
【請求項３】
　請求項１または請求項２において、前記切換過程は、前記クリープ制御から前記回生制
御へ切換えるとき、回転数制御により、現変速段のローラクラッチを駆動側から非駆動側
へ移動させるローラクラッチ移動過程を含み、このローラクラッチ移動過程中に、前記電
動モータの目標回転数を、出力軸回転数に現変速段の減速比を乗じた回転数から、一定の
回転数閾値を減じた回転数として、前記電動モータを駆動する電気自動車の変速制御方法
。
【請求項４】
　請求項３において、前記ローラクラッチ移動過程は、前記電動モータのトルクを、定め
られたトルク閾値まで徐々に出力させるトルク徐々出力過程を含む電気自動車の変速制御
方法。
【請求項５】
　請求項１ないし請求項４のいずれか１項において、前記切換過程は、前記回生制御から
前記クリープ制御へ切換えるとき、回転数制御により、現変速段のローラクラッチを非駆
動側から駆動側へ移動させるローラクラッチ移動過程を含み、このローラクラッチ移動過
程中に、前記電動モータの目標回転数を、出力軸回転数に現変速段の減速比を乗じた回転
数に、一定の回転数閾値を加えた回転数として、前記電動モータを駆動する電気自動車の
変速制御方法。
【請求項６】
　請求項５において、前記ローラクラッチ移動過程は、前記電動モータのトルクを、定め
られたトルク閾値まで徐々に出力させるトルク徐々出力過程を含む電気自動車の変速制御
方法。
【請求項７】
　請求項１ないし請求項６のいずれか１項において、前記回生制御から前記クリープ制御
への切換は、車速が第１の車速度閾値以上のときに実施し、前記クリープ制御から前記回
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生制御への切換は、車速が第２の車速度閾値以下のときに実施する電気自動車の変速制御
方法。
【請求項８】
　互いに変速比が異なる複数の変速段のギヤ列と、走行用の電動モータの出力軸であるモ
ータ軸に連結された入力軸と前記各変速段のギヤ列との間にそれぞれ介在し断続の切換が
可能な各変速段の２ウェイ型のローラクラッチと、これら各ローラクラッチの断続の切換
を行う変速比切換機構とを有する変速機を備え、
　前記各ローラクラッチは、内輪のカム面と外輪間に設けられた各楔状空間にローラが介
在し、各ローラが楔状空間の狭まり部分に係合することで接続状態となり、保持器により
各ローラを楔状空間の広がり部分に位置させることで切断状態となる構成であり、
　前記変速比切換機構は、保持器に連結されて回転する摩擦板の外輪への接触と離間とを
変速切換アクチュエータによるシフト部材の進退によって切り換える機構である、
　電気自動車における変速制御装置において、
　前記電動モータへのトルク指令値が定められた閾値を下回ったら、前記閾値で前記電動
モータを駆動させるクリープ制御を行うクリープ制御手段と、
　前記電動モータの回生を行う回生制御を行う回生制御手段と、
　前記クリープ制御と前記回生制御とを相互に切換える切換手段と、
を含み、
　前記切換手段は、前記クリープ制御から前記回生制御または前記回生制御から前記クリ
ープ制御へ切換えるとき、回生制御またはクリープ制御の指令が出された時点から、前記
電動モータのトルクを、定められたトルク閾値まで徐々に除荷する徐々除荷手段を含むこ
とを特徴とする電気自動車の変速制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、電動モータの回転を変速して車輪へ伝達する電気自動車の変速制御方法お
よび変速制御装置に関し、クリープ制御と回生制御とを相互に切換えるとき車両捩れ振動
を低減し得る技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気自動車の駆動装置として、電動モータ、２段変速機、および差動装置（ディファレ
ンシャル）を介し駆動輪に動力を伝達する車両用モータ駆動装置がある。この駆動装置上
での変速制御システムがいくつか提案されている（例えば、特願２０１１－１２３４３３
号（従来技術(1)）、特願２０１２－１３６５６号（従来技術(2)）、特許文献１）。
【０００３】
　従来技術(1),(2)では、変速制御システムにおいて、現変速段のローラクラッチが正方
向に締結している状態で、トルク制御により、電動モータを駆動させている状態（この状
態を「力行」と言う）から回生へ切換時に、回転数制御によって、現変速段のローラクラ
ッチを駆動側から非駆動側へ移動させることが必要である。一方、回生から力行へ切換時
、現変速段のローラクラッチを非駆動側から駆動側へ移動させることも必要である。
【０００４】
　特許文献１では、ドライブシャフトから変速機へのトルク反力と走行抵抗トルクを外乱
として推定し、推定された外乱に基づき、外乱相殺トルクを算出する。そして、目標トル
クを生成し、電動モータを駆動することによって、ドライブシャフト捩れ振動を抑制して
いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００６－５０７５０号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　従来技術(1),(2)では、ローラクラッチが締結側からニュートラル位置へ移動中、電動
モータがトルクを急激に失うと、電動モータと減速機、または減速機とタイヤ間に捩れ振
動が発生し、電動モータと減速機、または減速機とタイヤ間のバックラッシュに起因する
異音が生じやすくなる。
　特許文献１では、現変速段のクラッチが締結時のみ、有効である。クラッチが解除され
たときには、提案方法を使えないことになる。つまりクラッチ解除されたとき、電動モー
タは無負荷状態になり、電動モータを制御しても、外乱を相殺するトルクを生成できない
。
【０００７】
　この発明の目的は、現変速段のローラクラッチの締結時、非締結時にかかわらず、クリ
ープ制御と回生制御を切換えるとき、電動モータと変速機、または変速機とタイヤ間の捩
れ振動を低減することができる電気自動車の変速制御方法および変速制御装置を提供する
ことである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この発明の電気自動車の変速制御方法は、互いに変速比が異なる複数の変速段のギヤ列
ＬＡ，ＬＢと、走行用の電動モータ３の出力軸であるモータ軸４に連結された入力軸７と
前記各変速段のギヤ列ＬＡ，ＬＢとの間にそれぞれ介在し断続の切換が可能な各変速段の
２ウェイ型のローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂと、これら各ローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂ
の断続の切換を行う変速比切換機構４０とを有する変速機５を備え、
　前記各ローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂは、内輪１８Ａ，１８Ｂのカム面１９と外輪２３
，２３間に設けられた各楔状空間Ｓにローラ２０が介在し、各ローラ２０が楔状空間Ｓの
狭まり部分に係合することで接続状態となり、保持器２１Ａ，２１Ｂにより各ローラ２０
を楔状空間Ｓの広がり部分に位置させることで切断状態となる構成であり、
　前記変速比切換機構４０は、保持器２１Ａ，２１Ｂに連結されて回転する摩擦板３５Ａ
，３５Ｂの外輪２３，２３への接触と離間とを変速切換アクチュエータ４７によるシフト
部材４５の進退によって切り換える機構である、
　電気自動車における変速制御方法において、
　前記電動モータ３へのトルク指令値が定められた閾値を下回ったら、前記閾値で前記電
動モータ３を駆動させるクリープ制御を行うクリープ制御過程と、
　前記電動モータ３の回生を行う回生制御を行う回生制御過程と、
　前記クリープ制御と前記回生制御とを相互に切換える切換過程と、
を含み、
　前記切換過程は、前記クリープ制御から前記回生制御または前記回生制御から前記クリ
ープ制御へ切換えるとき、回生制御またはクリープ制御の指令が出された時点から、前記
電動モータ３のトルクを、定められたトルク閾値まで徐々に除荷する徐々除荷過程を含む
ことを特徴とする。
【０００９】
　この構成によると、クリープ制御過程において、電動モータ３へのトルク指令値が定め
られた閾値を下回ったら、前記閾値で電動モータ３を駆動させるクリープ制御を行う。回
生制御過程において、電動モータ３の回生を行う回生制御を行う。切換過程では、前記ク
リープ制御と前記回生制御とを相互に切換える。切換過程は徐々除荷過程を含み、この徐
々除荷過程は、クリープ制御から回生制御へ切換えるとき、回生制御の指令が出された時
点から、電動モータ３のトルクすなわち駆動トルクを、定められたトルク閾値まで徐々に
除荷する。また徐々除荷過程は、回生制御からクリープ制御へ切換えるとき、クリープ制
御の指令が出された時点から、電動モータ３のトルクすなわち回生トルクを、定められた
トルク閾値まで徐々に除荷する。前記「トルク閾値」は、例えば、シミュレーション、実
車走行試験等により任意に定められる。前記のように、電動モータ３の駆動トルクまたは
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回生トルクを徐々に除荷する、換言すれば、モータトルクを一気に除荷せず時間経過と共
に段階的に除荷していくことで、現変速段のローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂの締結時、非
締結時にかかわらず、電動モータ３と変速機５、または変速機５とタイヤ間の捩れ振動を
低減することができる。
【００１０】
　前記切換過程は、車両のシフト操作部材のシフトレンジが、ドライブレンジ、２速レン
ジ、および１速レンジのいずれか一つのレンジが選択された場合に、実行されるものとし
ても良い。前記いずれかのレンジが選択された状態で、前記車両がトルク制御で走行中に
、例えば、アクセルペダル６３のＯＮ，ＯＦＦ間の切換え時等に生じ得る車両捩れ振動を
低減することができる。
【００１１】
　前記切換過程は、前記クリープ制御から前記回生制御へ切換えるとき、回転数制御によ
り、現変速段のローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂを駆動側から非駆動側へ移動させるローラ
クラッチ移動過程を含み、このローラクラッチ移動過程中に、前記電動モータ３の目標回
転数を、出力軸回転数に現変速段の減速比を乗じた回転数から、一定の回転数閾値を減じ
た回転数として、前記電動モータ３を駆動しても良い。
　前記ローラクラッチ移動過程は、前記電動モータ３のトルクを、定められたトルク閾値
まで徐々に出力させるトルク徐々出力過程を含むものとしても良い。このようにモータト
ルクを、トルク閾値に至るまで時間経過と共に段階的に出力していくことで、回転数制御
により、現変速段のローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂを駆動側から非駆動側へ移動させるロ
ーラクラッチ移動過程中、車両捩れ振動を低減することができる。
【００１２】
　前記切換過程は、前記回生制御から前記クリープ制御へ切換えるとき、回転数制御によ
り、現変速段のローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂを非駆動側から駆動側へ移動させるローラ
クラッチ移動過程を含み、このローラクラッチ移動過程中に、前記電動モータ３の目標回
転数を、出力軸回転数に現変速段の減速比を乗じた回転数に、一定の回転数閾値を加えた
回転数として、前記電動モータ３を駆動しても良い。
　前記ローラクラッチ移動過程は、前記電動モータ３のトルクを、定められたトルク閾値
まで徐々に出力させるトルク徐々出力過程を含むものとしても良い。このようにモータト
ルクを、トルク閾値に至るまで時間経過と共に段階的に出力していくことで、回転数制御
により、現変速段のローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂを非駆動側から駆動側へ移動させるロ
ーラクラッチ移動過程中、車両捩れ振動を低減することができる。
【００１３】
　前記回生制御から前記クリープ制御への切換は、車速が第１の車速度閾値以上のときに
実施し、前記クリープ制御から前記回生制御への切換は、車速が第２の車速度閾値以下の
ときに実施しても良い。この場合、回生制御とクリープ制御のハンチング現象を避けるこ
とができる。前記「ハンチング現象」とは、ある動作を頻繁に繰返し行う現象を言う。
　前記第１の車速度閾値＞前記第２の車速度閾値としても良い。
【００１４】
　この発明の電気自動車の変速制御装置は、互いに変速比が異なる複数の変速段のギヤ列
と、走行用の電動モータの出力軸であるモータ軸に連結された入力軸と前記各変速段のギ
ヤ列との間にそれぞれ介在し断続の切換が可能な各変速段の２ウェイ型のローラクラッチ
と、これら各ローラクラッチの断続の切換を行う変速比切換機構とを有する変速機を備え
、
　前記各ローラクラッチは、内輪のカム面と外輪間に設けられた各楔状空間にローラが介
在し、各ローラが楔状空間の狭まり部分に係合することで接続状態となり、保持器により
各ローラを楔状空間の広がり部分に位置させることで切断状態となる構成であり、
　前記変速比切換機構は、保持器に連結されて回転する摩擦板の外輪への接触と離間とを
変速切換アクチュエータによるシフト部材の進退によって切り換える機構である、
　電気自動車における変速制御装置において、



(6) JP 2013-225955 A 2013.10.31

10

20

30

40

50

　前記電動モータへのトルク指令値が定められた閾値を下回ったら、前記閾値で前記電動
モータを駆動させるクリープ制御を行うクリープ制御手段と、
　前記電動モータの回生を行う回生制御を行う回生制御手段と、
　前記クリープ制御と前記回生制御とを相互に切換える切換手段と、
を含み、
　前記切換手段は、前記クリープ制御から前記回生制御または前記回生制御から前記クリ
ープ制御へ切換えるとき、回生制御またはクリープ制御の指令が出された時点から、前記
電動モータのトルクを、定められたトルク閾値まで徐々に除荷する徐々除荷手段を含むこ
とを特徴とする。
【００１５】
　この構成によると、クリープ制御手段は、電動モータへのトルク指令値が定められた閾
値を下回ったら、前記閾値で前記電動モータを駆動させるクリープ制御を行う。回生制御
手段は、電動モータの回生を行う回生制御を行う。切換手段は、クリープ制御と前記回生
制御とを相互に切換える。切換手段は徐々除荷手段を含み、この徐々除荷手段は、クリー
プ制御から回生制御へ切換えるとき、回生制御の指令が出された時点から、電動モータの
トルクすなわち駆動トルクを、定められたトルク閾値まで徐々に除荷する。また徐々除荷
手段は、回生制御からクリープ制御へ切換えるとき、クリープ制御の指令が出された時点
から、電動モータのトルクすなわち回生トルクを、定められたトルク閾値まで徐々に除荷
する。このように、電動モータの駆動トルクまたは回生トルクを一気に除荷せず時間経過
と共に段階的に除荷していくことで、車両捩れ振動を低減することができる。
【発明の効果】
【００１６】
　この発明の電気自動車の変速制御方法は、互いに変速比が異なる複数の変速段のギヤ列
と、走行用の電動モータの出力軸であるモータ軸に連結された入力軸と前記各変速段のギ
ヤ列との間にそれぞれ介在し断続の切換が可能な各変速段の２ウェイ型のローラクラッチ
と、これら各ローラクラッチの断続の切換を行う変速比切換機構とを有する変速機を備え
、前記各ローラクラッチは、内輪のカム面と外輪間に設けられた各楔状空間にローラが介
在し、各ローラが楔状空間の狭まり部分に係合することで接続状態となり、保持器により
各ローラを楔状空間の広がり部分に位置させることで切断状態となる構成であり、前記変
速比切換機構は、保持器に連結されて回転する摩擦板の外輪への接触と離間とを変速切換
アクチュエータによるシフト部材の進退によって切り換える機構である、電気自動車にお
ける変速制御方法において、
　前記電動モータへのトルク指令値が定められた閾値を下回ったら、前記閾値で前記電動
モータを駆動させるクリープ制御を行うクリープ制御過程と、前記電動モータの回生を行
う回生制御を行う回生制御過程と、前記クリープ制御と前記回生制御とを相互に切換える
切換過程とを含み、前記切換過程は、前記クリープ制御から前記回生制御または前記回生
制御から前記クリープ制御へ切換えるとき、回生制御またはクリープ制御の指令が出され
た時点から、前記電動モータのトルクを、定められたトルク閾値まで徐々に除荷する徐々
除荷過程を含む。このため、現変速段のローラクラッチの締結時、非締結時にかかわらず
、クリープ制御と回生制御を切換えるとき、電動モータと変速機、または変速機とタイヤ
間の捩れ振動を低減することができる。
【００１７】
　この発明の電気自動車の変速制御装置は、互いに変速比が異なる複数の変速段のギヤ列
と、走行用の電動モータの出力軸であるモータ軸に連結された入力軸と前記各変速段のギ
ヤ列との間にそれぞれ介在し断続の切換が可能な各変速段の２ウェイ型のローラクラッチ
と、これら各ローラクラッチの断続の切換を行う変速比切換機構とを有する変速機を備え
、前記各ローラクラッチは、内輪のカム面と外輪間に設けられた各楔状空間にローラが介
在し、各ローラが楔状空間の狭まり部分に係合することで接続状態となり、保持器により
各ローラを楔状空間の広がり部分に位置させることで切断状態となる構成であり、前記変
速比切換機構は、保持器に連結されて回転する摩擦板の外輪への接触と離間とを変速切換
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アクチュエータによるシフト部材の進退によって切り換える機構である、電気自動車にお
ける変速制御装置において、
　前記電動モータへのトルク指令値が定められた閾値を下回ったら、前記閾値で前記電動
モータを駆動させるクリープ制御を行うクリープ制御手段と、前記電動モータの回生を行
う回生制御を行う回生制御手段と、前記クリープ制御と前記回生制御とを相互に切換える
切換手段とを含み、前記切換手段は、前記クリープ制御から前記回生制御または前記回生
制御から前記クリープ制御へ切換えるとき、回生制御またはクリープ制御の指令が出され
た時点から、前記電動モータのトルクを、定められたトルク閾値まで徐々に除荷する徐々
除荷手段を含む。このため、現変速段のローラクラッチの締結時、非締結時にかかわらず
、クリープ制御と回生制御を切換えるとき、電動モータと変速機、または変速機とタイヤ
間の捩れ振動を低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】この発明の一実施形態に係る変速制御方法，変速制御装置を適用する電気自動車
の概略図である。
【図２】同変速制御方法，変速制御装置を適用するハイブリッド車の概略図である。
【図３】図１，図２に示す車両の車両用モータ駆動装置の断面図である。
【図４】同車両用モータ駆動装置の減速比切換機構の断面図である。
【図５】同車両用モータ駆動装置を制御する変速制御システムの概略ブロック図である。
【図６】同車両用モータ駆動装置のインバータ装置の構成図である。
【図７】同車両のレバー操作パネルの説明図である。
【図８】同車両用モータ駆動装置のインバータ制御装置のブロック図である。
【図９】同車両用モータ駆動装置の変速制御装置の概念構成を示すブロック図である。
【図１０】同変速制御方法における、クリープ制御から回生制御へ切換える制御方法の概
略を示すフローチャートである。
【図１１】同変速制御方法における、回生制御からクリープ制御へ切換える制御方法の概
略を示すフローチャートである。
【図１２】図４の一部の拡大断面図である。
【図１３】図４のＡ－Ａ線に沿った断面図である。
【図１４】図４のＢ－Ｂ線に沿った断面図である。
【図１５】図４のＣ－Ｃ線に沿った断面図である。
【図１６】同車両用モータ駆動装置のシフト機構を示す断面図である。
【図１７】図４の減速比切換機構におけるローラクラッチ等の分解斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、この発明の実施形態にかかる電気自動車の変速制御方法を説明する。なお以下の
説明は、変速制御装置の説明をも含む。図１は、左右一対の前輪１を車両用モータ駆動装
置Ａで駆動される駆動輪とし、左右一対の後輪２を従動輪とした電気自動車ＥＶを示す。
【００２０】
　図２は、左右一対の前輪１をエンジンＥによって駆動される主駆動輪とし、左右一対の
後輪２を車両用モータ駆動装置Ａで駆動される補助駆動輪としたハイブリッド自動車ＨＶ
を示す。ハイブリッド自動車ＨＶには、エンジンＥの回転を変速するトランスミッション
Ｔと、トランスミッションＴから出力された回転を左右の前輪１に分配するディファレン
シャルＤとが設けられている。この実施形態の変速制御方法および変速制御装置は、図１
，図２の車両用モータ駆動装置Ａに適用される。
【００２１】
　図３に示すように、車両用モータ駆動装置Ａは、走行用の電動モータ３と、電動モータ
３の出力軸４の回転を変速して出力する変速機５と、その変速機５から出力された回転を
図１に示す電気自動車ＥＶの左右一対の前輪１に分配し、または、図２に示すハイブリッ
ド車の左右一対の後輪２に分配するディファレンシャル６とを有する。



(8) JP 2013-225955 A 2013.10.31

10

20

30

40

50

【００２２】
　変速機５は、変速段数が２段であって、図３に示すように、互いに変速比が異なる複数
（この例では２列）の変速段のギヤ列ＬＡ，ＬＢと、電動モータ３の出力軸であるモータ
軸４に連結された入力軸７と前記各変速段のギヤ列ＬＡ，ＬＢにそれぞれ介在し断続の切
換が可能な各変速段の２ウェイ型のローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂと、これら各ローラク
ラッチ１６Ａ，１６Ｂの断続の切換を行う変速比切換機構４０とを有する。
【００２３】
　変速機５および変速比切換機構４０については、ここでは変速制御方法・装置の理解に
必要な範囲で簡単に説明し、変速制御方法・装置の説明の後に、詳細に説明する。
【００２４】
　変速機５は、モータ軸４の回転が入力される入力軸７と、入力軸７に対して間隔をおい
て平行に配置された出力軸８と、上記各ギヤ列ＬＡ，ＬＢとを有する平行軸常時噛合型変
速機である。１速ギヤ列ＬＡの入力ギヤ９Ａおよび２速ギヤ列ＬＢの入力ギヤ９Ｂが入力
軸に一体に設けられ、１速ギヤ列ＬＡの出力ギヤ１０Ａおよび２速ギヤ列ＬＢの出力ギヤ
１０Ｂが出力軸８の外周に回転自在に設置されている。これら各出力ギヤ１０Ａ，１０Ｂ
と出力軸８の間に、前記ローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂが介在させてある。
【００２５】
　各ローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂは、図１２に示す２速のローラクラッチ１６Ｂの例で
説明するように、外周面が多角形状とされた内輪１８Ｂの外周の平面状の各カム面１９と
外輪２３の内周の円筒面間に設けられた各楔状空間Ｓにローラ２０が介在する。楔状空間
Ｓは、円周方向の両側が狭まり、円周方向の中央が広がり部分となる。各ローラクラッチ
１６Ａ，１６Ｂは、各ローラ２０が楔状空間Ｓの狭まり部分に係合することで接続状態と
なり、保持器２１Ｂにより各ローラ２０を楔状空間Ｓの広がり部分に位置させることで切
断状態となる構成である。
【００２６】
　変速比切換機構４０は、図４に示すように、ローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂの保持器２
１Ａ，２１Ｂに連結されて回転する環状の摩擦板３５Ａ，３５Ｂの外輪２３への接触と離
間とを変速切換アクチュエータ４７による、シフト部材であるシフトフォーク４５の進退
によって切り換える機構である。シフト機構４１は、変速比切換機構４０のうちの、摩擦
板３５Ａ，３５Ｂを動作される機構部分であり、変速切換アクチュエータ４７とシフトフ
ォーク４５により構成される。
【００２７】
　変速切換アクチュエータ４７は、シフト用の電動モータであり、その出力軸４７ａの回
転を、送りねじ機構４８によりシフトロッド４６の直動運動に変換し、シフトロッド４６
に取り付けたシフトフォーク４５を軸方向に移動させる。シフトフォーク４５の移動によ
り、シフトスリーブ４３およびシフトリング３４が移動する。シフトリング３４が摩擦板
３５Ａ，３５Ｂを、クラック外輪２３（出力ギヤ１０Ａ，１０Ｂ）の側面に押し付ける。
これにより、カム面付きの内輪１８Ａ，１８Ｂと外輪２３とが相対回転する場合に、摩擦
板３５Ａ，３５Ｂと外輪２３との間に摩擦力（トルク）が作用し、保持器２１Ａ，２１Ｂ
を介してローラ２０を楔状空間Ｓの狭まり部分に押し込むことができる。
【００２８】
　なお、保持器２１Ａ，２１Ｂは内輪１８Ａ，１８Ｂに対して回転自在であるが、スイッ
チばね２２Ａ，２２Ｂ（図１２）により、内輪１８Ａ，１８Ｂのカム面１９（図１２）の
中央、つまり楔状空間Ｓの広がり部分である中立位置とポケット２１ａの円周方向中央と
が一致するように付勢される。摩擦板３５Ａ，３５Ｂは、上記スイッチばね２２Ａ，２２
Ｂにより、保持器２１Ａ，２１Ｂと共に回転可能なように連結されている。
【００２９】
　図５は、車両用モータ駆動装置Ａを制御する制御システムを示すブロック図である。こ
の制御システムは、統合ＥＣＵ６０、変速ＥＣＵ６１、およびインバータ装置６２を有す
る。統合ＥＣＵ６０、変速ＥＣＵ６１、およびインバータ装置６２の３者間の信号転送は
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ＣＡＮ通信（コントローラー・エリア・ネットワーク）で行われる。
【００３０】
　統合ＥＣＵ６０は、車載全ての電子制御装置間の協調制御を行う電子制御装置であり、
アクセルペダル６３のアクセル開度センサ６３ａ、ブレーキペダル９１のブレーキ開度セ
ンサ９１ａ、ステアリングホイール９２の操舵角センサ９２ａ、変速段を手動で切り替え
るシフトレバー９３のレバー位置センサ９３ａに接続されている。統合ＥＣＵ６０は、こ
れらアクセル開度センサ６３ａ、ブレーキ開度センサ９１ａ、操舵角センサ９２ａ、レバ
ー位置センサ９３ａの検出したアクセル開度信号、ブレーキ開度信号、操舵角信号、およ
びレバー位置信号を、変速ＥＣＵ６１に送信する機能、並びにこれらの４種の信号および
他の各種のセンサ等の信号によって前記協調制御を行う機能を備える。
【００３１】
　変速ＥＣＵ６１は、ＥＣＵ６０から送信された各種信号や、直接に変速ＥＣＵ６１に入
力された各種信号により、自動変速の制御を行う電子制御装置であり、各種入力信号に基
づいて変速判断を行ない、変速機５の変速切換アクチュエータ４７とインバータ装置６２
に指令を出す。
【００３２】
　変速ＥＣＵ６１は、次の各機能（１）～（８）を備える。
　（１）車速度センサ９４および加速度センサ９５から、車速と車両の加減速度の検出信
号を受け、統合ＥＣＵ６０からアクセル開度信号を受け取り、自動変速の判断を行う。
　（２）急ブレーキと判断した場合は、自動変速を行わない。
　（３）急ハンドルと判断した場合は、自動変速を行わない。
　（４）統合ＥＣＵ６０からシフトレバー９３の位置信号を受け取り、電動モータのクリ
ープ制御を実施する。
【００３３】
　（５）運転者により操作される第１～第３の操作スイッチ９６～９８の操作に応じた制
御を行う。
　第１の操作スイッチ９６：自動／手動変速の切換用トグルスイッチである。
　第２の操作スイッチ９７：タクトスイッチであり、上記の第１の操作スイッチ９６が手
動変速で設定された場合のみ、有効とする。第２の操作スイッチ９７を押すと、シフトア
ップ変速が実施される。
　第３の操作スイッチ９８：タクトスイッチであり、上記の第１の操作スイッチ９６が手
動変速で設定された場合のみ、有効とする。第３の操作スイッチ９８を押すと、シフトダ
ウン変速が実施される。
【００３４】
　（６）表示部９９へ、車速、電動モータ回転数、トルク指令値等を表示させる。表示部
９９は、液晶表示装置等の画像を表示する装置、または指針で表示する装置である。
　（７）変速切替アクチュエータ４７のシフト位置を、変速機５に付けられたシフト位置
センサ６８から検出する機能とインバータから電動モータ３の回転数を取得する機能を備
える。
　（８）インバータ装置６２にトルク指令または回転数指令と変速指令を送信する機能、
および変速機５に付けられた変速切替アクチュエータ４７を駆動する機能を備える。
【００３５】
　変速ＥＣＵ６１には、自動変速モードと手動変速モードの変速モードがプログラムされ
ており、自動変速モードと手動変速モードは、運転者による前記第１の操作スイッチ９６
の操作によって切り替えられる。
　この実施形態の変速制御方法および変速制御装置は、変速ＥＣＵ６１による自動変速モ
ードにおける制御に係る。変速ＥＣＵ６１は、図９に示す各種の機能達成手段等（８１，
８２，８３，８７）を有しているが、これらの手段については後に説明する。
【００３６】
　図５において、インバータ装置６２は、バッテリ６９から直流電力が供給されて、電動
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モータ３に交流のモータ駆動電力を供給するとともに、その供給電力を変速ＥＣＵ６１か
らの信号に基づいて制御する。インバータ装置６２には、電動モータ３に設けられた回転
検出装置である回転角度センサ６６から、電動モータ３の回転数を示す信号が入力される
。
【００３７】
　インバータ装置６２は、電動モータ３を駆動する機能、および回転角度センサ６６から
電動モータ３の回転角信号を得る機能を備える。インバータ装置６２は、図６に示すよう
に、インバータ７１と、このインバータ７１を制御するインバータ制御回路７２とで構成
される。インバータ７１と、Ｕ，Ｖ，Ｗ相の上側アームスイッチング素子Ｕｐ，Ｖｐ，Ｗ
ｐと、Ｕ，Ｖ，Ｗ相の下側アームスイッチング素子Ｕｎ，Ｖｎ，Ｗｎの接続点に電動モー
タ３の各相（Ｕ，Ｖ，Ｗ相）の端子を接続したものである。インバータ７１には、３相の
交流電力を出力するように、インバータ制御回路７２から各スイッチング素子Ｕｐ，Ｖｐ
，Ｗｐ，Ｕｎ，Ｖｎ，Ｗｎに開閉指令が与えられる。
【００３８】
　電動モータ３は、３相の通電により、転流を行っている。電動モータ３の駆動のために
は大電流が必要である。
【００３９】
　図７は、シフトレバー操作パネル７５の構成を示す。運転手がシフトレバー（シフト操
作部材）９３を手動操作することによって、周知の例と同様に、Ｐ（パーキング）、Ｒ（
リバース）、Ｎ（ニュートラル）、Ｄ（ドライブ）、２速（セカンド）、１速（ロウ）の
各レンジを切り換えることができる。シフトレバー操作パネル７５は、このように切り換
えられるどのレンジに現在あるかを示す表示装置である。シフトレバー操作パネル７５に
おけるレンジ選択情報は統合ＥＣＵ６０に入力される。１速レンジは１速段状態である。
なお、シフトレバー操作パネル７５は、タッチパネル形式の入力手段を兼ねて、シフトレ
バー９３に代えて運転者により操作される操作手段としても良い。
【００４０】
　図８は、電動モータ３と、インバータトルク制御、インバータ回転数制御のブロック図
を示す。このインバータ制御回路７２は、トルク制御と回転数制御とに切り換えて制御可
能としてあり、トルク制御と回転数制御とも、フィードバック制御で、かつベクトル制御
である。変速時はトルク制御と回転数制御とを行い、変速時以外のときはトルク制御を行
う。詳細な説明を省略する。
【００４１】
　同図のインバータ制御回路７２の構成を、トルク制御方法の概要と共に説明する。
　制御回路７２は、アクセル信号（トルク指令）と電動モータ回転数を取得して、電流指
令部１０１で電流指令値を作成する。電流指令部１０１には、トルク制御時は、アクセル
信号から変速ＥＣＵ６１のトルク指令部１１０で生成されたトルク指令が入力される。な
お、図８における変速ＥＣＵ６１のトルク指令部１１０および速度指令部１０６は、変速
ＥＣＵ６１の構成要素のうち、トルク指令および速度指令を出力する手段を総称して示し
ている。
【００４２】
　電力変換部６２ａは、ＰＷＭデューティＶｕ，Ｖｖ，Ｖｗに従ってインバータ７１をＰ
ＷＭ制御し、電動モータ３を駆動する。
【００４３】
　同図のインバータ制御回路７２による回転数制御を説明する。
　速度指令部１０６は、インバータ制御回路７２に対して速度指令を与える手段であり、
変速ＥＣＵ６１に設けられている。速度指令部１０６は、変速時の車速と選択された目標
変速段の変速比に基づき、電動モータ３の目標回転数を算出する。算出した目標回転数は
、速度指令としてインバータ装置６２のインバータ制御回路７２に指示される。
【００４４】
　また、電動モータ３の回転子角度を回転角度センサ６６から取得し、実際の電動モータ



(11) JP 2013-225955 A 2013.10.31

10

20

30

40

50

３の回転数を速度計算部１０８で算出する。速度指令部１０６の速度指令と、速度計算部
１０８で算出した実際の電動モータ回転数の差分を比較部１０９で求め、その差分に対つ
き、制御部１０７でＰＩＤ制御（比例積分微分制御）、あるいはＰＩ制御（比例積分制御
）を行い、制御量をトルク指令として、電流指令部１０１に入力する。回転数制御時、こ
の速度計算部１０８の速度指令に基づくトルク指令が、トルク指令部１１０からのトルク
指令に代えて電流指令部１０１に入力される。
　回転数制御では、電動モータ３の目標回転数は一定の間隔(例えば、1msec)で計算され
、変速中に車速が急に変化しても、変速の目標回転数は車速の変化を追及できる特徴をも
つ。それによって、変速ショックを低減することができる。
【００４５】
　なお、図８において、インバータ制御回路７２は、速度制御部７３と、トルク制御部７
４とに分けて説明している。
　トルク制御部７４は、インバータ制御回路７２のうち、トルク制御により電動モータ３
の制御の機能を果たす部分であり、図８の電流指令部１０１、電流ＰＩ制御部１０２、２
相・３相変化部１０３、３相・２相変化部１０４、速度計算部１０８、および予測部１１
１を含む。
　速度制御部７３は、インバータ制御回路７２のうち、速度制御により電動モータ３の制
御の機能を果たす部分であって、比較部１０９と、制御部１０７とを有し、トルク制御部
７４の電流制御部１０１へトルク指令を与え、その後の制御をトルク制御部７４で行わせ
る。
【００４６】
　次に、電気自動車における車両用モータ駆動装置の変速制御装置につき、図９のブロッ
ク図を参照して説明する。制御対象となる電気自動車は、上記実施形態の変速制御方法を
適用する図１～図７と共に前述した電気自動車である。
　この電気自動車の変速制御装置は、上記実施形態の変速制御方法を実施する装置であっ
て、上記変速ＥＣＵ６１に、変速の基本的な制御を行う手段である変速制御手段８０が設
けられている。変速ＥＣＵ６１は、この変速制御手段８０により、自動変速時以外の電動
モータ３の制御はトルク制御として、トルク指令をインバータ制御回路７２へ出力し、変
速時にトルク制御と回転数制御を切換える。変速ＥＣＵ６１に、次の、クリープ制御手段
８１、回生制御手段８２、切換手段８７、およびメモリ８３を設けている。メモリ８３は
例えばＲＯＭ等からなり、このメモリ８３の記憶領域８３ａには、後述する各閾値、回転
数閾値、トルク閾値、第１，第２の車速閾値を記憶させている。
【００４７】
　クリープ制御手段８１は、電動モータ３へのトルク指令値が定められた閾値を下回った
ら、前記閾値で電動モータ３を駆動させるクリープ制御を行う。このクリープ制御を行う
場合のトルク指令値は正である。
　回生制御手段８２は、電動モータ３の回生を行う回生制御を行う。この回生制御手段８
２は、トルク制御で走行中に、アクセル開度信号が閾値を下回ると、アクセル開度信号を
前記閾値以上とする制御につき、アクセルオフ時に回生制御を行い、回生指令トルクが回
生時用の閾値を下回ると、この回生時用の閾値の負トルクを入力して、ローラクラッチ１
６Ａ，１６Ｂのローラ２０を常に非駆動側に移動させる。この回生制御を行う車速は、定
められた車速以上とするのが良い。
【００４８】
　切換手段８７は、クリープ制御と回生制御とを相互に切換える手段であって、車両のシ
フトレバー９３がドライブレンジ、２速レンジ、および１速レンジのいずれか一つのレン
ジが選択された場合に、制御切換え可能に構成される。切換手段８７は徐々除荷手段８８
を含み、この徐々除荷手段８８は、クリープ制御から回生制御へ切換えるとき、回生制御
の指令が出された時点から、電動モータ３のトルクすなわち駆動トルクを、定められたト
ルク閾値まで徐々に除荷する。また徐々除荷手段８８は、回生制御からクリープ制御へ切
換えるとき、クリープ制御の指令が出された時点から、電動モータ３のトルクすなわち回
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生トルクを、定められたトルク閾値まで徐々に除荷する。
【００４９】
　図１０は、この実施形態に係る変速制御方法における、クリープ制御から回生制御へ切
換える制御方法の概略を示すフローチャートである。クリープ制御手段８１により電動モ
ータ３をクリープ制御させている途中に、切換手段８７が本処理を開始させる。
　ステップ１：アクセルペダル開度、車速を検出し、回生制御指令を出す。
　ステップ２：切換手段８７における徐々除荷手段８８は、トルク制御により、電動モー
タ３の駆動トルクを徐々に除荷する。
【００５０】
　ステップ３：トルク制御を回転数制御に切換え、回転数制御により、現変速段のローラ
クラッチ１６Ａ，１６Ｂを駆動側から非駆動側へ移動させる。
　ステップ４：電動モータ３の制御を回転数制御からトルク制御に切換え、以後、回生制
御手段８２により、電動モータ３の回生トルク値をｎ回補間制御により与える。この補間
制御は、ｎ回補間であるため、補間値が回生指令の信号を常に追跡し得る。補間値は回生
指令値の信号との誤差を縮めていく追跡過程の中、誤差がある閾値以内になると、追跡動
作を完了させ、ｎ回補間制御も完了させる。
【００５１】
　図１１は、この実施形態に係る変速制御方法における、回生制御からクリープ制御へ切
換える制御方法の概略を示すフローチャートである。回生制御手段８２により電動モータ
３を回生制御させている途中に、切換手段８７が本処理を開始させる。
　ステップ１：アクセルペダル開度、車速を検出し、クリープ制御指令を出す。
　ステップ２：切換手段８７における徐々除荷手段８８は、トルク制御により、電動モー
タ３の回生トルクを徐々に除荷する。
【００５２】
　ステップ３：トルク制御を回転数制御に切換え、回転数制御により、現変速段のローラ
クラッチ１６Ａ，１６Ｂを非駆動側から駆動側へ移動させる。
　ステップ４：電動モータ３の制御を回転数制御からトルク制御に切換え、以後、クリー
プ制御手段８１により、電動モータ３の駆動トルク値をｎ回補間制御により与える。この
補間制御は、ｎ回補間であるため、補間値がクリープ制御指令の信号を常に追跡し得る。
補間値はクリープ制御指令値との誤差を縮めていく追跡過程の中、誤差がある閾値以内に
なると、追跡動作を完了させ、ｎ回補間制御も完了させる。
【００５３】
　次に、図３，図４の車両用モータ駆動装置の詳細を、図１２～図１７と共に説明する。
　図３において、モータ軸４は、入力軸７と同軸上に直列に配置されており、ハウジング
１１に固定された電動モータ３のステータ１２で回転駆動される。入力軸７は、ハウジン
グ１１内に組込まれた対向一対の軸受１３により回転可能に支持され、入力軸７の軸端は
スプライン嵌合によってモータ軸４に接続されている。出力軸８は、ハウジング１１内に
組込まれた対向一対の軸受１４により回転可能に支持されている。
【００５４】
　１速入力ギヤ９Ａと２速入力ギヤ９Ｂは軸方向に間隔をおいて配置され、入力軸７を中
心として入力軸７と一体に回転するように入力軸７に固定されている。１速出力ギヤ１０
Ａと２速出力ギヤ１０Ｂも軸方向に間隔をおいて配置されている。
【００５５】
　図４に示すように、１速出力ギヤ１０Ａは、出力軸８を貫通させる環状に形成され、軸
受１５を介して出力軸８で支持されており、出力軸８を中心として出力軸８に対して回転
可能となっている。同様に、２速出力ギヤ１０Ｂも、軸受１５を介して出力軸８で回転可
能に支持されている。
【００５６】
　１速入力ギヤ９Ａと１速出力ギヤ１０Ａは互いに噛合しており、その噛合によって１速
入力ギヤ９Ａと１速出力ギヤ１０Ａの間で回転が伝達するようになっている。２速入力ギ
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ヤ９Ｂと２速出力ギヤ１０Ｂも噛合しており、その噛合によって２速入力ギヤ９Ｂと２速
出力ギヤ１０Ｂの間で回転が伝達するようになっている。２速入力ギヤ９Ｂと２速出力ギ
ヤ１０Ｂの減速比は、１速入力ギヤ９Ａと１速出力ギヤ１０Ａの減速比よりも小さい。
【００５７】
　１速出力ギヤ１０Ａと出力軸８の間には、１速出力ギヤ１０Ａと出力軸８の間でトルク
の伝達と遮断の切換えを行なう１速の２ウェイローラクラッチ１６Ａが組込まれている。
また、２速出力ギヤ１０Ｂと出力軸８の間には、２速出力ギヤ１０Ｂと出力軸８の間でト
ルクの伝達と遮断の切換えを行なう２速の２ウェイローラクラッチ１６Ｂが組込まれてい
る。
【００５８】
　１速の２ウェイローラクラッチ１６Ａと２速の２ウェイローラクラッチ１６Ｂは、左右
対称の同一構成なので、２速の２ウェイローラクラッチ１６Ｂを以下に説明し、１速の２
ウェイローラクラッチ１６Ａについては、２速の２ウェイローラクラッチ１６Ｂに対応す
る部分に同一の符号または末尾のアルファベットＢをＡに置き換えた符号を付して説明を
省略する。
【００５９】
　図１２～図１４に示すように、２速の２ウェイローラクラッチ１６Ｂは、２速出力ギヤ
１０Ｂの内周に設けられた円筒面１７と、出力軸８の外周に回り止めした環状の２速カム
部材１８Ｂに形成されたカム面１９と、カム面１９と円筒面１７の間に組み込まれたロー
ラ２０と、ローラ２０を保持する２速保持器２１Ｂと、２速スイッチばね２２Ｂとからな
る。カム面１９は、円筒面１７との間で周方向中央から周方向両端に向かって次第に狭く
なる楔状空間Ｓを形成するような面であり、例えば、図１３に示すように円筒面１７と対
向する平坦面である。
【００６０】
　図４、図１７に示すように、２速保持器２１Ｂは、ローラ２０を収容する複数のポケッ
ト２１ａが周方向に間隔をおいて形成された円筒部２４と、円筒部２４の一端から径方向
内方に延び出す内向きフランジ部２５とを有する。内向きフランジ部２５の径方向内端は
、２速カム部材１８Ｂの外周で周方向にスライド可能に支持され、この周方向のスライド
によって、２速保持器２１Ｂは、カム面１９と円筒面１７の間にローラ２０を係合させる
係合位置とローラ２０の係合を解除する中立位置との間で出力軸８に対して相対回転可能
となっている。また、２速保持器２１Ｂの内向きフランジ部２５は軸方向両側への移動が
規制され、これにより２速保持器２１Ｂが軸方向に非可動とされている。
【００６１】
　図１３に示すように、各カム面１９は、回転中心を含む仮想平面に対して対称に形成さ
れ、これにより、各カム面１９と円筒面１７の間に配置されたローラ２０は、正転方向と
逆転方向の両方向で係合可能となっている。すなわち、電動モータ３が発生するトルクに
より車両を前進させるときは、２速保持器２１Ｂを出力軸８に対して正転方向に相対回転
させることにより、２速保持器２１Ｂに保持されたローラ２０を、カム面１９と円筒面１
７の間の正転方向側の空間狭まり部分に係合させ、そのローラ２０を介して２速出力ギヤ
９Ｂと出力軸８の間で正転方向のトルクを伝達することが可能となっており、一方、電動
モータ３が発生するトルクにより車両を後退させるときは、２速保持器２１Ｂを出力軸８
に対して逆転方向に相対回転させることにより、２速保持器２１Ｂに保持されたローラ２
０を、カム面１９と円筒面１７の間の逆転方向側の空間狭まり部分に係合させ、そのロー
ラ２０を介して２速出力ギヤ９Ｂと出力軸８の間で逆転方向のトルクを伝達することが可
能となっている。
【００６２】
　図１４、図１７に示すように、２速スイッチばね２２Ｂは、鋼線をＣ形に巻いたＣ形環
状部２６と、Ｃ形環状部２６の両端からそれぞれ径方向外方に延出する一対の延出部２７
，２７とからなる。Ｃ形環状部２６は、２速カム部材１８Ｂの軸方向端面に形成された円
形のスイッチばね収容凹部２８に嵌め込まれ、一対の延出部２７，２７は、２速カム部材
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１８Ｂの軸方向端面に形成された径方向溝２９に挿入されている。
【００６３】
　径方向溝２９は、スイッチばね収容凹部２８の内周縁から径方向外方に延びて２速カム
部材１８Ｂの外周に至るように形成されている。２速スイッチばね２２Ｂの延出部２７は
、径方向溝２９の径方向外端から突出しており、その延出部２７の径方向溝２９からの突
出部分が、２速保持器２１Ｂの円筒部２４の軸方向端部に形成された切欠き３０に挿入さ
れている。径方向溝２９と切欠き３０は同じ幅に形成されている。
【００６４】
　延出部２７，２７は、径方向溝２９の周方向で対向する内面と、切欠き３０の周方向で
対向する内面にそれぞれ接触しており、その接触面に作用する周方向の力によって２速保
持器２１Ｂを中立位置に弾性保持している。
【００６５】
　すなわち、２速保持器２１Ｂを出力軸８に対して相対回転させて、図１７に示す中立位
置から周方向に移動させると、径方向溝２９の位置と切欠き３０の位置が周方向にずれる
ので、一対の延出部２７，２７の間隔が狭まる方向にＣ形環状部２６が弾性変形し、その
弾性復元力によって２速スイッチばね２２Ｂの一対の延出部２７，２７が径方向溝２９の
内面と切欠き３０の内面を押圧し、その押圧によって２速保持器２１Ｂを中立位置に戻す
方向の力が作用するようになっている。
【００６６】
　図４に示すように、１速カム部材１８Ａと２速カム部材１８Ｂの出力軸８に対する回り
止めは、スプライン嵌合によって行なわれている。１速カム部材１８Ａのカム面１９と２
速カム部材１８Ｂのカム面１９は同数かつ同位相となっている。また、１速カム部材１８
Ａと２速カム部材１８Ｂは、出力軸８の外周に嵌合した一対の止め輪３１によって軸方向
に非可動となっている。１速カム部材１８Ａと２速カム部材１８Ｂの間には間座３２が組
み込まれている。
【００６７】
　１速の２ウェイローラクラッチ１６Ａと２速の２ウェイローラクラッチ１６Ｂは、変速
アクチュエータ３３により選択的に係合することができるようになっている。
【００６８】
　図１２に示すように、変速アクチュエータ３３は、１速出力ギヤ１０Ａと２速出力ギヤ
１０Ｂの間に軸方向に移動可能に設けられたシフトリング３４と、１速出力ギヤ１０Ａと
シフトリング３４の間に組み込まれた１速摩擦板３５Ａと、２速出力ギヤ１０Ｂとシフト
リング３４の間に組み込まれた２速摩擦板３５Ｂとを有する。
【００６９】
　ここで、１速摩擦板３５Ａと２速摩擦板３５Ｂは、左右対称の同一構成なので、２速摩
擦板３５Ｂを以下に説明し、１速摩擦板３５Ａについては、２速摩擦板３５Ｂに対応する
部分に同一の符号または末尾のアルファベットＢをＡに置き換えた符号を付して説明を省
略する。
【００７０】
　２速摩擦板３５Ｂには、２速保持器２１Ｂの切欠き３０に係合する突片３６が設けられ
、この突片３６と切欠き３０の係合によって、２速摩擦板３５Ｂが２速保持器２１Ｂに回
り止めされている。２速保持器２１Ｂの切欠き３０は、２速摩擦板３５Ｂの突片３６を軸
方向にスライド可能に収容しており、このスライドによって、２速摩擦板３５Ｂは、２速
保持器２１Ｂに回り止めされた状態のまま、２速出力ギヤ１０Ｂの側面に接触する位置と
離反する位置との間で、２速保持器２１Ｂに対して軸方向に移動可能となっている。
【００７１】
　２速摩擦板３５Ｂの突片３６の先端に凹部３７が形成されて、間座３２の外周には、凹
部３７に係合する凸部３８が形成されている。そして、凹部３７と凸部３８は、２速摩擦
板３５Ｂが２速出力ギヤ１０Ｂの側面から離反した位置にある状態では、凹部３７と凸部
３８が係合することで、２速摩擦板３５Ｂを間座３２を介して出力軸８に回り止めし、こ
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のとき、２速摩擦板３５Ｂに回り止めされた２速保持器２１Ｂが中立位置に保持されるよ
うになっている。また、２速摩擦板３５Ｂが２速出力ギヤ１０Ｂの側面に接触する位置に
ある状態では、凹部３７と凸部３８の係合が解除することで、２速摩擦板３５Ｂの回り止
めが解除されるようになっている。
【００７２】
　２速摩擦板３５Ｂと２速カム部材１８Ｂの間には、軸方向に圧縮された状態で２速離反
ばね３９Ｂが組み込まれており、この２速離反ばね３９Ｂの弾性復元力によって２速摩擦
板３５Ｂが２速出力ギヤ１０Ｂの側面から離反する方向に付勢されている。
【００７３】
　２速離反ばね３９Ｂは、間座３２の外周に沿って巻回されたコイルスプリングであり、
その一端が２速ワッシャ３９Ｂを介して２速カム部材１８Ｂの軸方向端面で支持されてい
る。２速ワッシャ３９Ｂは、２速カム部材１８Ｂの軸方向端面の径方向溝２９を覆うよう
に環状に形成されている。
【００７４】
　シフトリング３４は、１速摩擦板３５Ａを押圧して１速出力ギヤ１０Ａの側面に接触さ
せる１速シフト位置ＳＰ１ｆと、２速摩擦板３５Ｂを押圧して２速出力ギヤ１０Ｂの側面
に接触させる２速シフト位置ＳＰ２ｆとの間で軸方向に移動可能に支持されている。また
、シフトリング３４を１速シフト位置ＳＰ１ｆと２速シフト位置ＳＰ２ｆの間で軸方向に
移動させるシフト機構４１が設けられている。シフト機構４１は、前述のように変速比切
換機構４０の一部を構成する。
【００７５】
　図１５、図１６に示すように、シフト機構４１は、シフトリング３４を転がり軸受４２
を介して回転可能に支持するシフトスリーブ４３と、そのシフトスリーブ４３の外周に設
けられた環状溝４４に係合する二股状のシフトフォーク４５と、シフトフォーク４５が固
定されたシフトロッド４６と、シフトモータである変速切換アクチュエータ４７と、変速
切換アクチュエータ４７の回転をシフトロッド４６の直線運動に変換する運動変換機構４
８（送りねじ機構等）とからなる。
【００７６】
　図１６に示すように、シフトロッド４６は、出力軸８に対して間隔をおいて平行に配置
され、ハウジング１１内に組み込まれた一対の滑り軸受４９で軸方向にスライド可能に支
持されている。シフトリング３４とシフトスリーブ４３の間に組み込まれた転がり軸受４
２は、シフトリング３４とシフトスリーブ４３のいずれに対しても軸方向に非可動となる
ように組み付けられている。
【００７７】
　このシフト機構４１は、変速切換アクチュエータ４７の回転が運動変換機構４８により
直線運動に変換されてシフトフォーク４５に伝達し、そのシフトフォーク４５の直線運動
が転がり軸受４２を介してシフトリング３４に伝達することにより、シフトリング３４を
軸方向に移動させる。
【００７８】
　図１２に示すように、シフトフォーク４５と環状溝４４の間の両側の軸方向隙間には、
軸方向に圧縮可能な予圧ばね５０が組み込まれている。これにより、シフトリング３４で
１速摩擦板３５Ａを押圧して１速出力ギヤ１０Ａの側面に接触させるときに、シフトスリ
ーブ４３に対するシフトフォーク４５の軸方向の相対位置を調節することによって予圧ば
ね５０のばね力を調節し、１速摩擦板３５Ａと１速出力ギヤ１０Ａの接触面間の摩擦力を
調整することが可能となっている。また、シフトリング３４で２速摩擦板３５Ｂを押圧し
て２速出力ギヤ１０Ｂの側面に接触させるときも、２速摩擦板３５Ｂと２速出力ギヤ１０
Ｂの接触面間の摩擦力を調整することが可能となっている。
【００７９】
　図３に示すように、出力軸８には、出力軸８の回転をディファレンシャル６に伝達する
ディファレンシャル駆動ギヤ５１が固定されている。
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【００８０】
　ディファレンシャル６は、一対の軸受５２で回転可能に支持されたデフケース５３と、
デフケース５３の回転中心と同軸にデフケース５３に固定され、ディファレンシャル駆動
ギヤ５１に噛合するリングギヤ５４と、デフケース５３の回転中心と直角な方向にデフケ
ース５３に固定されたピニオン軸５５と、ピニオン軸５５に回転可能に支持された一対の
ピニオン５６と、その一対のピニオン５６に噛合する左右一対のサイドギヤ５７とからな
る。左側のサイドギヤ５７には、左側の車輪に接続されたアクスル５８の軸端部が接続さ
れ、右側のサイドギヤ５７には、右側の車輪に接続されたアクスル５８の軸端部が接続さ
れている。出力軸８が回転するとき、出力軸８の回転はディファレンシャル駆動ギヤ５１
を介してデフケース５３に伝達され、そのデフケース５３の回転がピニオン５６とサイド
ギヤ５７を介して左右の車輪に分配される。
【００８１】
　以下に、車両用モータ駆動装置Ａの動作例を説明する。
　まず、図１２に示すように、１速摩擦板３５Ａが１速出力ギヤ１０Ａの側面から離反し
、かつ、２速摩擦板３５Ｂも２速出力ギヤ１０Ｂの側面から離反した状態では、１速保持
器２１Ａは１速スイッチばね２２Ａの弾性力により中立位置に保持され、２速保持器２１
Ｂも２速スイッチばね２２Ｂの弾性力により中立位置に保持されるので、１速の２ウェイ
ローラクラッチ１６Ａはローラ２０の係合が解除された状態となり、２速の２ウェイロー
ラクラッチ１６Ｂもローラ２０の係合が解除された状態となる。
【００８２】
　この状態では、図３に示す電動モータ３の駆動により入力軸７が回転しても、１速の２
ウェイローラクラッチ１６Ａと２速の２ウェイローラクラッチ１６Ｂによって回転の伝達
が遮断されるので、１速出力ギヤ１０Ａおよび２速出力ギヤ１０Ｂは空転し、入力軸７の
回転は出力軸８に伝達されない。
【００８３】
　次に、シフト機構４１を作動させて、図１２に示すシフトリング３４を１速出力ギヤ１
０Ａに向けて移動させると、１速摩擦板３５Ａが１速出力ギヤ１０Ａの側面に接触し、そ
の接触面間の摩擦力によって１速摩擦板３５Ａが出力軸８に対して相対回転し、この１速
摩擦板３５Ａに回り止めされた１速保持器２１Ａが１速スイッチばね２２Ａの弾性力に抗
して中立位置から係合位置に移動するので、１速保持器２１Ａに保持されたローラ２０が
、円筒面１７とカム面１９の間の楔状空間Ｓの狭まり部分に押し込まれて係合した状態と
なる。
【００８４】
　この状態では、１速出力ギヤ１０Ａの回転は、１速の２ウェイローラクラッチ１６Ａを
介して出力軸８に伝達され、出力軸８の回転が、ディファレンシャル６を介してアクスル
５８に伝達される。その結果、図１に示す電気自動車ＥＶにおいては、駆動輪としての前
輪１が回転駆動され、図２に示すハイブリッド車ＨＶにおいては補助駆動輪としての後輪
２が回転駆動される。
【００８５】
　次に、シフト機構４１の作動により、シフトリング３４を１速シフト位置から２速シフ
ト位置に向かって軸方向移動させると、１速摩擦板３５Ａと１速出力ギヤ１０Ａの接触面
間の摩擦力が小さくなるので、１速スイッチばね２２Ａの弾性力により１速保持器２１Ａ
が係合位置から中立位置に移動し、この１速保持器２１Ａの移動によって１速の２ウェイ
ローラクラッチ１６Ａの係合が解除される。
【００８６】
　シフトリング３４が２速シフト位置に到達すると、２速摩擦板３５Ｂがシフトリング３
４で押圧されて２速出力ギヤ１０Ｂの側面に接触し、その接触面間の摩擦力によって２速
摩擦板３５Ｂが出力軸８に対して相対回転し、２速摩擦板３５Ｂに回り止めされた２速保
持器２１Ｂが２速スイッチばね２２Ｂの弾性力に抗して中立位置から係合位置に移動する
ので、２速保持器２１Ｂに保持されたローラ２０が、円筒面１７とカム面１９の間の楔状
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空間Ｓの狭まり部分に押し込まれて係合した状態となる。
【００８７】
　この状態では、２速出力ギヤ１０Ｂの回転は、２速の２ウェイローラクラッチ１６Ｂを
介して出力軸８に伝達され、出力軸８の回転がディファレンシャル６を介してアクスル５
８に伝達される。
【００８８】
　同様に、シフトリング３４を２速シフト位置から１速シフト位置に軸方向移動させるこ
とにより、２速の２ウェイローラクラッチ１６Ｂの係合を解除して、１速の２ウェイロー
ラクラッチ１６Ａを係合させることができる。
【００８９】
　ところで、１速の２ウェイローラクラッチ１６Ａを係合解除するときに、１速の２ウェ
イローラクラッチ１６Ａを介してトルクが伝達していると、そのトルクがローラ２０を円
筒面１７とカム面１９の間の楔状空間Ｓの狭まり部分に押し込むように作用し、１速の２
ウェイローラクラッチ１６Ａの係合解除が妨げられる。そのため、シフト機構４１の作動
により、シフトリング３４が１速シフト位置ＳＰ１ｆから２速シフト位置ＳＰ２ｆに向か
って軸方向移動を開始したときに、１速摩擦板３５Ａが、１速出力ギヤ１０Ａの側面から
既に離反しているにもかかわらず、１速の２ウェイローラクラッチ１６Ａの係合が解除さ
れない可能性がある。
【００９０】
　このため、１速の２ウェイローラクラッチ１６Ａを確実に係合解除するためには、シフ
ト機構４１の作動により、１速摩擦板３５Ａを１速出力ギヤ１０Ａの側面から離反させる
だけでなく、電動モータ３の出力を制御して、入力軸７と出力軸８の間で伝達するトルク
を変化させる必要がある。２速の２ウェイローラクラッチ１６Ｂを係合解除するときも同
様である。
【００９１】
　そこで、上記制御システムでは、図９に示す変速制御装置により、電動モータ３と変速
切換アクチュエータ４７を制御し、この制御により１速の２ウェイローラクラッチ１６Ａ
または２速の２ウェイローラクラッチ１６Ｂの係合を解除するときの動作の信頼性を確保
している。
【００９２】
　以上説明した変速制御方法によると、電動モータ３の駆動トルクまたは回生トルクを徐
々に除荷する、換言すれば、モータトルクを一気に除荷せず時間経過と共に段階的に除荷
していくことで、現変速段のローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂの締結時、非締結時にかかわ
らず、電動モータ３と変速機５、または変速機５とタイヤ間の捩れ振動を低減することが
できる。
　前記切換過程は、車両のシフト操作部材のシフトレンジが、ドライブレンジ、２速レン
ジ、および１速レンジのいずれか一つのレンジが選択された場合に実行される。この場合
、いずれかのレンジが選択された状態で、車両がトルク制御で走行中に、例えば、アクセ
ルペダル６３のＯＮ，ＯＦＦ間の切換え時等に生じ得る車両捩れ振動を低減することがで
きる。
【００９３】
　ローラクラッチ移動過程は、前記電動モータ３のトルクを、定められたトルク閾値まで
徐々に出力させるトルク徐々出力過程を含む。このようにモータトルクを、トルク閾値に
至るまで時間経過と共に段階的に出力していくことで、回転数制御により、現変速段のロ
ーラクラッチ１６Ａ，１６Ｂを駆動側から非駆動側へ移動させるローラクラッチ移動過程
中、車両捩れ振動を低減することができる。
【００９４】
　前記切換過程は、前記回生制御から前記クリープ制御へ切換えるとき、回転数制御によ
り、現変速段のローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂを非駆動側から駆動側へ移動させるローラ
クラッチ移動過程を含み、このローラクラッチ移動過程中に、前記電動モータ３の目標回
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転数を、出力軸回転数に現変速段の減速比を乗じた回転数に、一定の回転数閾値を加えた
回転数として、前記電動モータ３を駆動する。
　前記ローラクラッチ移動過程は、前記電動モータ３のトルクを、定められたトルク閾値
まで徐々に出力させるトルク徐々出力過程を含む。このようにモータトルクを、トルク閾
値に至るまで時間経過と共に段階的に出力していくことで、回転数制御により、現変速段
のローラクラッチ１６Ａ，１６Ｂを非駆動側から駆動側へ移動させるローラクラッチ移動
過程中、車両捩れ振動を低減することができる。
【００９５】
　前記回生制御から前記クリープ制御への切換は、車速が第１の車速度閾値以上のときに
実施し、前記クリープ制御から前記回生制御への切換は、車速が第２の車速度閾値以下の
ときに実施しても良い。この場合、回生制御とクリープ制御のハンチング現象を避けるこ
とができる。
【符号の説明】
【００９６】
３…電動モータ
４…モータ軸
５…変速機
７…入力軸
１６Ａ，１６Ｂ…ローラクラッチ
１８Ａ，１８Ｂ…内輪
１９…カム面
２０…ローラ
２１Ａ，２１Ｂ…保持器
２３…外輪
３５Ａ，３５Ｂ…摩擦板
４０…変速比切換機構
４５…シフト部材
４７…変速切換アクチュエータ
８１…クリープ制御手段
８２…回生制御手段
８７…切換手段
８８…徐々除荷手段
ＬＡ，ＬＢ…ギヤ列
Ｓ…楔状空間
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